
書式第12号 (法第28条関係 ) 事 業 報 告 用

令 和 5年 度 事 業 報 告 書
特定非営利活動法人インクルージョンセンター東京オレンデ

1事業の成果
生活困窮者、高齢者等の居住、長らく続いたコロナ禍の影響もあり、多数の自治体から生活困窮者自立相談を受話。また、いわゆる8050問題やヤングケアラーなどの社会問題
にも取り組み、自立支援の専門家集団として広くに認知されるに至っている。 東京都より居住支援法人の認証を得て、高齢者向けの見守りと死後事務委任などの「終活居住支
援」の展開を開始した。

2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 事業費の総費用【

従事者
の人数
受益対象者の範
囲

受益対象者
人数

事業費事業内容 日 時 場 所
定款に記載
された事業
名

45名 1,104通年 豊島区役所 2名
生活困窮者及び
被保護者

就労意欲の減退、離職期間が長期であること等の事由により早期の

就業が困難な生活困窮者に対し、生活習慣の形成やコミュニケーショ
ン能力の形成などの援助を行う

16,611通年 豊島区役所 3名 生活困窮者 100名
就労に向けた準備が一定程度整っており、ある程度時間をか

けて個別の支援を行うことで就労が可能である者に対し、就労
支援を行う。

19,562通年 当法人府中支部 4名
生活困窮者及び
被保護者

35名
就労に必要な知識や技能が不足しているだけでなく、日常生

活や社会生活にも複合的な課題を抱える者に対し、就労準備
支援を行う

32,200通年 当法人町田支部 3名
生活困窮者及び
被保護者

80名
就労に必要な知識や技能が不足しているだけでなく、日常生

活や社会生活にも複合的な課題を抱える者に対し、就労準備
支援を行う

4名
生活困窮者及び
被保護者

20名 1,380通年 当法人西多摩支部

生
活
困
窮
者
及
び
高
齢
者
等

の
就
労
支
援
事
業

就労に必要な知識や技能が不足しているだけでなく、日常生

活や社会生活にも複合的な課題を抱える者に対し、就労準備
支援を行う

2,2462人
アハ
°―卜契約が困
難な者

10名 /月通年

法人事務所及び
厚生施設・宿泊所
等

アハ
°―卜契約が困難なものに対して契約準備から入居後の手続
までを支援する

4人
路上生活者及び
生活困窮者

80名 21,129通年
法人事務所及渋谷
区役所。路上

ホームレス状態の者のうち、社会復帰をする意思を持っているが高齢
及び障害、傷病等のため居宅生活移行に支援が必要と思われる者
に対し、地域移行、定着の支援を行う

40名 6,857通年
法人事務所及渋谷
区役所。路上

4人
路上生活者及び
生活困窮者

ホームレス状態の者のうち、社会復帰をする意思を持つているが高齢
及び障害、傷病等のため居宅生活移行に支援が必要と思われる者
に対し、地域移行、定着の支援を行う

1,766
法人事務所及び
渋谷区役所・宿泊
所等

2人
施設入所者及び
転宅が必要な者

10名 /月通年宿泊所等入居者に対し、訪問活動等の相談援助を行い、地域
での生活の安定を図る

2人 生活保護世帯 10名 /月 1,943通年

法人事務所及び
渋谷区役所・利用
者宅

金銭管理を行うことにより、生活の安定を図る

20名 19,562通年
法人事務所及び
府中市役所・路上

2人
路上生活者及び
生活困窮者

・ホームレス状態の者のうち、社会復帰をする意思を持っている
が高齢及び障害、傷病等のため居宅生活移行に支援が必要と

思われる者

2人
転宅支援必要な
者 10名 /月

10名 /月 1,761通年
日野市役所及び
利用者宅

生
活
困
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者
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アハ
°―卜契約が困難なものに対して契約準備から入居後の手続
までを支援する



経済的に困窮し、最低限度の生活をいとなむことができ
|ヽらの相談に包括的に対応すると共にプランの作成や

労、家計管理支援を提供する。
通年 渋谷区役所 5名 生活困窮者 1000名 60,095

500名 32,224

生活保護に至る前の、経済的に困窮し、最低限度の生活をいとなむことができ
なくなる恐れのある者からの相談に包括的に対応すると共にプランの作成や

就労、就労準備、家計管理支援を提供する。あわせて戦争避難民の支援を提
供する。

通年 福生市役所 2名 生活困窮者

通年 あきる野市役所 1名 生活困窮者 150名 5,915
生活困窮者に対し、相談者の特性・事情を考慮した上で、生活困窮者自立支

援法及びその関係法令、手引き、ガイドラインに基づき、相談支援を実施す

る。

4,000通年 八王子市 2名 生活困窮者 500名
生活保護に至る前の、経済的に困窮し、最低限度の生活をいとなむことができ
なくなる恐れのある者からの相談に包括的に対応すると共に家計管理支援を

提供する。あわせてウクライナ避難民の支援を提供する。

25名 /月 2,386通年 利用者宅 6人
生活保護施設退
所者

厚生施設、宿泊所等利用者について、退所後2年間居宅を訪
問し生活状況の把握及び相談を行う

生活保護施設退
所者

240名 3,719通年 当法人事務所 6人
厚生施設、宿泊所等利用者について、退所後2年間電話により持ち
込まれた相談案件に対し、現況を確認し、相談内容に応じた社会資
源の紹介、利用方法の説明等を行う

20名 /月 18,782通年
江戸川区福祉事務
所 第一課

4名 被保護者生活保護法第29条に規定する銀行、信用金庫、信用組合等の

金融機関についての資産調査及びデータ管理・調査確認

ホームレス自立
支援センター利
用者

20名 /月 (5

施設合計)
6,286通年

自立支援センター

及び当法人事務所 5名
都内の自立支援センター利用者に対し、緊急連絡先を提供するとと
もに、地域生活開始のサポート及び電話を用いた生活状況の確認を
行う

20名 /月 13,800通年 豊島区役所 2名
生活困窮者及び
被保護者

長期化。高齢化するにひきこもりに対し、当事者やそのご家族
が必要とする適切な支援へつなげていく。

6人
緊急連絡先の提
供を求める利用
者

30名 /月 1,766随時 当法人事務所居宅入居時に引受けた緊急連絡先の引受けを継続希望する

者

ひとり親世帯の

子
45名 5,814通年

東京都西多摩福祉
事務所指定場所

2名生活困窮者世帯の子どもに対する学習の支援及び学習の場を
提供し、将来的な自立を図る一助とする

15,802府中市指定場所 2名
生活困窮世帯の

子
90名生活困窮者世帯の子どもに対する学習の支援及び学習の場を

提供し、将来的な自立を図る一助とする
通年

生活困窮世帯の

子
80名 14,720通年

あきる野市指定場
所

2名生活困窮者世帯の子どもに対する学習の支援及び学習の場を
提供し、将来的な自立を図る一助とする

就労意欲のある
者

400名 15随時 豊島区役所 1人

有

料

■

葉

紹
介

有料職業紹介事業

経済的に困窮し、最低限度の生活をいとなむことができ
|ヽらの相談に包括的に対応すると共にプランの作成や 通年

東京都青梅合同庁
舎

生活困窮者及び
被保護者

500名 36,8457名

、就労準備、家計管理、一時生活、学習支援サービス提供する

生
活
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び
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援
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受益対象者の範囲
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受益対象者
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数
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込み額
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書
事 業 報 告 用

ンクルージヨンセンター東京オ レンデ
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 インクルージョンセンター東京オレンヂ

金   額

1

2

1産 の 部
!動資産

現金預金
未収金

棚卸資産

89,306,110
20,015,195

1産合計  ・・・① 109.321.305

定資産
(1)有形固定資産
車両運搬具

什器備品
建物
付属備品

185,109
0

0

155,476
29,633

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

0

0

0

(3)再覆面F:そZ所¬互覆ヌ画面菫
敷金
長期貸付金

差入保証金
保険積立金

18,032,097

6,947,363
11,084,734

甦合計  ・・・② 18_217_206

【A】 資 産 合 計 ①+② 127,538,511

未払金
未払消費税等
未払法人税等
未払費用

預かり特人厚
預かり渋谷区

預かり府中市

預 り金
社員社保等立替金

632,960
10,538,300
8,408,

15,291,

2,269,

8,283,

6,658,

711,

66,630

長期借入金
退職給付引当金

31,425,000

21,392,072
21,861,195
43_253_267

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 127,538,511

朝
イ |三 | 小計・ 合計

3-1 負 債 の 部

目  僣



16 28

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、正規の簿記の原則 によっています。

(1)固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定率法を採用しております。
無形固定資産
定率法を採用しております。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

3.固定資産の増減内訳

4.借入金の増減内訳

令和5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人インクルージョンセンター東京オレンヂ

資

資
産の範囲について

産の範囲には、現金預金のほか、売掛金 。前払費用等の流動資産と未払金・預 り金等の流動負債とする。

管理費 合計科 目 事業費

259,531,61_1259,531,611人件費
88,759,402その他経費 88,759,402
348,21348,291,013

ｎ

Ｖ合計

期末帳簿価額減少 減価償却累計額期首取得価額 取得科 目

155,4761

29,6331

0

0

0

0

0

6,947,363

11,084,734

203,400

732,600

800,000

-21,418

-37,814

ｎ
Ｖ
　

Ａ
υ

有形固定資産

付属設備

工具器具備品

無形固定資産

ソフトウェア

権利金

投資その他の資産

敷金

差入保証金

保険積立金

176,894

67,447

0

7,543,963

10,352,134

∩
ｖ
　

Ａ
Ｕ

18,217,206800,000 -59,232
合計 18,140,438 936,000

当期借入 当期返済 期末残高科
ヨ

ヨ 期首残高
5,028,000 31,425,00036,453,000長期借入金

合計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法インクルージヨンセンター東京オレンデ

単位 :円
金 額 鮮

産 の  部

資 産

現金預金
手元現金
現金預金 89,306,110

売掛金 20,015,195

販売用寄附物品 0

産合針  。・ ・ ①
2 磨

(1)有形固定責産
車両運搬具
事業用車両
建物
什器備品
什器備品
パソコン

0

155,476
29,633

(2)無形固定資産
ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

借地権

0

0

0

(3)投資その他の責産
敷金
預入保証金
保険積立金

長期貸付金

○○銀行

6,947,363

11,084,734

1合
計 ② 18_217

【A】 責 産 合 計 ①+② 127.538,511

】 負 優 の 部
,色債

未払金
未払金
未払消費税等
未払法人税等
未払費用
預かり特人厚
預かり渋谷区
預かり府中市

預り金
預り金
社員社保等立替金

632,960

10,538,300
8,408,700
15,291,054

2,269,300
8,283,370
6,658,480

711,450

66,630

1負債 合計  ・・・ ③ 52.860.244

固 う

詢口4口 |

長期借入金
日本政策公庫借入金

退職給付引当金

職員

31,425,000

0

静  ・ ・ ・ 0 31 ■25

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

“

,285,244

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 43,253,267

~¬T~~T~可



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿
(前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び

にこれからの者についての前事業年度における報日の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 インクルージョンセンター東京オレンヂ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ノ

′

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏  名

理事
(ミ ウラ タツヤ) 令和5年 3月 1日 ～

令和6年 2月 29日三浦 辰 也

つ

“ 理事
(カイ マサヒロ) 令和5年 3月 1日 ～

令和6年 2月 29日甲斐 正大

理事

(マ ツモト ヒデユキ) 令和5年 3月 1日 ～

令和6年 2月 29日松本 英之

４

■ 監事
(ニ ワ サイブン) 令和5年 3月 1日 ～

令和6年2月 29日丹羽 彩文

Ｅ
０

′
Ｕ

Ｏ
Ｏ

Ｏ

υ

０

〉



書式第4号 (法第10条 。第28関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人インクルージョンセンター東京オレンヂ

氏   名

1 池亀 章夫

2 三浦 辰也

3 寺尾 行人

4 甲斐 正大  

5 下向 智子

6 駒林 健一  

7 池亀 美和

8 丹羽 彩文

9 松本 英之  

10 岡部 里江  




